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COTI 的視点から見る春闘の再検討

　本稿は，日本の春闘を「生活再生産」という原点か
ら 見 直 し， ア メ リ カ の COTI（Cost of Thriving 
Index）を手がかりに賃金交渉のあり方を再考する試
みである。従来の企業業績や CPI（消費者物価指数）
に依拠した交渉枠組みは，生活実感との乖離が指摘さ
れており，家族形成を含む「生活の持続可能性」を基
準に据えた新たな賃金モデルの検討が求められてい
る。著者はその方向性として，生活費を積算して可視
化する「生活基準ベース賃金（LBS：Living-Based 
Standard）」モデルを提示し，COTI を制度導入の処
方箋ではなく“分析枠組み”として参照する立場を取
る。COTI の特質である生活支出構成の可視化は，住
宅・教育・保育・医療などの費目を基に「生活再生産
コスト」を示すものであり，賃上げ要求の社会的説明
力を高める可能性がある。また，電産型賃金がかつて
備えていた「生活費前提」の構造を LBS として現代
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化し，企業利益の分配を基準とする従来の発想から
「生活基準達成」型の交渉へと再定位する視座を示し
ている。さらに，COTI や LBS は労使だけでなく政
策・地域社会を含む多層的対話の基盤としても活用で
きるとし，春闘を「賃金水準の微調整交渉」から「生
活の再構築交渉」へと穏やかに再定義する必要を提起
する。すなわち，COTI 的視点は，日本の賃金制度に
おいて「暮らしを測る新しい物差し」として，春闘を
生活再生産の回復装置へと少しずつ再生させるための
議論を整理するための指針として位置づけられる。
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